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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】信頼性の高い半導体積層体を製造することので
きる半導体積層体の製造方法を提供する。
【解決手段】貫通電極用溝２が形成されたウエハ１の貫
通電極用溝２を有する面に、半導体加工用テープ４を介
して支持体５を積層する工程（１）と、ウエハ１を半導
体加工用テープ４と反対側の面から研削し、貫通電極用
溝２を露出させる工程（２）と、露出した貫通電極用溝
２に電極部６を形成する工程（３）と、ウエハ１の半導
体加工用テープ４と反対側の面に封止樹脂層７を形成す
る工程（４Ａ）と、封止樹脂層７を介してウエハ１にダ
イシング用テープ８を貼り合わせ、半導体加工用テープ
４及び支持体５を剥離する工程（４Ｂ）と、ウエハ１を
個片化して半導体チップを作製する工程（５）と、前記
半導体チップを、封止樹脂層７を介して他の半導体チッ
プ又は基板に積層する工程（６）とを有する。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
貫通電極用溝が形成されたウエハの前記貫通電極用溝を有する面に、半導体加工用テープ
を介して支持体を積層する工程（１）と、
前記ウエハを前記半導体加工用テープと反対側の面から研削し、前記貫通電極用溝を露出
させる工程（２）と、
露出した前記貫通電極用溝に電極部を形成する工程（３）と、
前記ウエハの前記半導体加工用テープと反対側の面に封止樹脂層を形成する工程（４Ａ）
と、
前記封止樹脂層を介して前記ウエハにダイシング用テープを貼り合わせ、前記半導体加工
用テープ及び前記支持体を剥離する工程（４Ｂ）と、
前記ウエハを個片化して半導体チップを作製する工程（５）と、
前記半導体チップを、前記封止樹脂層を介して他の半導体チップ又は基板に積層する工程
（６）とを有する
ことを特徴とする半導体積層体の製造方法。
【請求項２】
ウエハの半導体加工用テープと反対側の面に封止樹脂層を形成する工程（４Ａ）において
、前記封止樹脂層を形成する前又は後に前記ウエハにダイシングラインを形成しておき、
ウエハを個片化して半導体チップを作製する工程（５）において、エキスパンドにより前
記ウエハを個片化することを特徴とする請求項１記載の半導体積層体の製造方法。
【請求項３】
貫通電極用溝が形成されたウエハの前記貫通電極用溝を有する面に、半導体加工用テープ
を介して支持体を積層する工程（１）と、
前記ウエハを前記半導体加工用テープと反対側の面から研削し、前記貫通電極用溝を露出
させる工程（２）と、
露出した前記貫通電極用溝に電極部を形成する工程（３）と、
前記ウエハの前記半導体加工用テープと反対側の面にダイシング用テープを貼り合わせ、
前記半導体加工用テープ及び前記支持体を剥離する工程（４Ｃ）と、
前記ウエハの前記ダイシング用テープと反対側の面に封止樹脂層を形成する工程（４Ｄ）
と、
前記ウエハを個片化して半導体チップを作製する工程（５）と、
前記半導体チップを、前記封止樹脂層を介して他の半導体チップ又は基板に積層する工程
（６）とを有する
ことを特徴とする半導体積層体の製造方法。
【請求項４】
ウエハのダイシング用テープと反対側の面に封止樹脂層を形成する工程（４Ｄ）において
、前記封止樹脂層を形成する前又は後に前記ウエハにダイシングラインを形成しておき、
ウエハを個片化して半導体チップを作製する工程（５）において、エキスパンドにより前
記ウエハを個片化することを特徴とする請求項３記載の半導体積層体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、信頼性の高い半導体積層体を製造することのできる半導体積層体の製造方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、高密度実装の要求に伴い、内部に貫通電極が形成されたウエハ又は半導体チップを
多段に積層する、ＴＳＶ（ｔｈｒｏｕｇｈ－ｓｉｌｉｃｏｎ　ｖｉａ）と呼ばれる三次元
実装が検討されている。このような実装方法においては、一般的に、ウエハの一方の面か
ら貫通電極用の導電溝を作製した後、ウエハを反対面から研削することにより、導電溝を
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貫通させる。その後、露出した導電溝の上又は周囲に電極パッド等を形成する。
しかしながら、このような実装方法においては、研削という物理的加工に加え、電極パッ
ド等を形成する際に高温処理、化学エッチング等の厳しい条件下での加工が連続して施さ
れるため、薄型化の進むウエハ又は半導体チップに割れ又は不良が起こるという問題があ
る。
【０００３】
この問題を解決するために、例えば、ウエハを研削する際に補強用基材、バックグライン
ド用フィルム等を用いることが提案されている。例えば、特許文献１には、補強用基材を
半導体ウエハに接着させて半導体ウエハを切削し、貫通電極を露出させた後、半導体ウエ
ハに、積層された複数の半導体チップを搭載し、複数の半導体チップを覆うように封止樹
脂を形成する半導体パッケージの製造方法が記載されている。特許文献１には、同文献に
記載の方法によれば、各工程でのハンドリング及び作業性が向上することが記載されてい
る。
【０００４】
しかしながら、特許文献１に記載の方法では、チップ積層体の側面よりアンダーフィル樹
脂を注入するか、あるいは、半導体チップを積層する前に半導体チップを搭載する中央付
近にアンダーフィル樹脂を予め供給しておき、半導体チップの積層時に仮硬化させ、一段
ずつ半導体チップを積層、樹脂封止する。近年、高密度実装の半導体パッケージにおいて
は電極間のピッチがますます狭くなっていることから、特許文献１に記載の方法では、ア
ンダーフィル樹脂を注入しても完全に樹脂封止できなかったり、樹脂封止に長時間を要し
たりすることが問題である。また、一段ずつアンダーフィル樹脂を供給して半導体チップ
を積層、樹脂封止する場合には、半導体パッケージの製造に時間がかかり、生産性の観点
から好ましくない。
【０００５】
また、特許文献２には、バックグラインド用フィルムとアンダーフィル用フィルムとの積
層体を、貫通溝を有するウエハに貼り付けた後、ウエハの反対面を研削し、その後、アン
ダーフィル用フィルムをウエハに残したままバックグラインド用フィルムを剥離して、こ
のアンダーフィル用フィルムを封止樹脂層としてそのまま用いる半導体パッケージの製造
方法が記載されている。
しかしながら、特許文献２に記載の方法では、ウエハの研削面に電極パッド等を形成しよ
うとすると、高温処理、化学エッチング等の厳しい条件下での加工が封止樹脂層に悪影響
を及ぼしてしまい、良好な封止を行うことができず、信頼性の高い半導体パッケージが得
られないという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第４３９０７７５号公報
【特許文献２】米国特許第７８０７５７号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
本発明は、信頼性の高い半導体積層体を製造することのできる半導体積層体の製造方法を
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
本発明は、貫通電極用溝が形成されたウエハの前記貫通電極用溝を有する面に、半導体加
工用テープを介して支持体を積層する工程（１）と、前記ウエハを前記半導体加工用テー
プと反対側の面から研削し、前記貫通電極用溝を露出させる工程（２）と、露出した前記
貫通電極用溝に電極部を形成する工程（３）と、前記ウエハの前記半導体加工用テープと
反対側の面に封止樹脂層を形成する工程（４Ａ）と、前記封止樹脂層を介して前記ウエハ
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にダイシング用テープを貼り合わせ、前記半導体加工用テープ及び前記支持体を剥離する
工程（４Ｂ）と、前記ウエハを個片化して半導体チップを作製する工程（５）と、前記半
導体チップを、前記封止樹脂層を介して他の半導体チップ又は基板に積層する工程（６）
とを有する半導体積層体の製造方法である。
以下、本発明を詳述する。
【０００９】
本発明者は、貫通電極用溝が形成されたウエハを用いた半導体積層体の製造方法において
、支持体を積層した状態でウエハを研削して研削面に電極部を形成した後、新たに封止樹
脂層を形成することにより、ウエハを損傷することなく研削を行うことができ、かつ、研
削及び電極部の形成が封止樹脂層に悪影響を及ぼすこともないことを見出した。本発明者
は、このような半導体積層体の製造方法によれば、信頼性の高い半導体積層体を製造でき
ることを見出し、本発明を完成させるに至った。
【００１０】
本発明の半導体積層体の製造方法においては、まず、貫通電極用溝が形成されたウエハの
上記貫通電極用溝を有する面に、半導体加工用テープを介して支持体を積層する工程（１
）を行う。
上記ウエハは特に限定されず、ＴＳＶ（ｔｈｒｏｕｇｈ－ｓｉｌｉｃｏｎ　ｖｉａ）実装
に通常用いられる、従来公知のウエハを用いることができる。上記ウエハの厚みは特に限
定されないが、通常、７００～１０００μｍ程度である。また、上記貫通電極用溝の深さ
は特に限定されないが、通常、５～１００μｍ程度である。
なお、図１に、本発明の半導体積層体の製造方法において用いられるウエハの一例を模式
的に示す。図１に示すウエハ１には貫通電極用溝２が形成されており、貫通電極用溝２の
片方の端は、ウエハ１の表面（下側）に露出している。また、図１に示すウエハ１におい
ては、貫通電極用溝２の片方の端（下側）には電極部３が形成されている。このような電
極部の材質は特に限定されないが、例えば、ＳｎＡｇ、ＳｎＰｂ、Ｃｕ＋ＳｎＡｇ、Ａｕ
＋ＳｎＡｇ、Ｃｕ＋Ｎｉ＋Ａｕ、ＳｎＡｇＣｕ、ＳｎＡｇＢｉ、ＳｎＡｇＩｎ等が挙げら
れる。
【００１１】
上記支持体の材質は特に限定されず、例えば、ガラス、シリコンウエハ等が挙げられる。
後述する工程（４Ｂ）において光照射により上記半導体加工用テープの粘着剤層から気体
を発生させて上記半導体加工用テープ及び上記支持体を剥離する場合には、上記支持体は
透明であることが好ましい。
上記支持体の厚みは特に限定されないが、好ましい下限が５００μｍ、好ましい上限が１
２００μｍである。厚みが５００μｍ未満であると、上記ウエハを損傷することなく研削
を行うことができないことがある。厚みが１２００μｍを超えると、上記ウエハと上記半
導体加工用テープと上記支持体との積層体の厚みが大きすぎて、研削装置に入らないこと
がある。
【００１２】
上記半導体加工用テープは特に限定されず、非硬化型の粘着剤層を有していてもよく、硬
化型の粘着剤層を有していてもよい。後述する工程（３）においては電極部を形成するた
めに２００℃程度の高温処理を行うことから、上記半導体加工用テープは、２００℃程度
では剥離しない粘着剤層を有することが好ましい。
上記非硬化型の粘着剤層を構成する粘着成分として、例えば、ゴム系接着剤、アクリル系
接着剤、ビニルアルキルエーテル系接着剤、シリコーン系接着剤、ポリエステル系接着剤
、ポリアミド系接着剤、ウレタン系接着剤、スチレン－ジエンブロック共重合体系接着剤
等が挙げられる。
【００１３】
上記半導体加工用テープが硬化型の粘着剤層を有する場合には、後述する工程（４Ｂ）に
おいて、粘着剤層を硬化させて粘着力を低下させ、上記半導体加工用テープ及び上記支持
体を容易に剥離することができる。
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上記硬化型の粘着剤層を構成する粘着成分は特に限定されないが、ラジカル重合性の官能
基を有するモノマー、オリゴマー又はポリマーを含有する光硬化性の粘着剤が好ましい。
上記ラジカル重合性の官能基を有するポリマーは特に限定されず、例えば、分子内に反応
性基を持った（メタ）アクリル系ポリマーを合成し、次いで、この（メタ）アクリル系ポ
リマーを、分子内に上記の反応性基と反応する官能基と光硬化性の不飽和結合とを有する
化合物と反応させることにより得ることができる。
【００１４】
上記光硬化性の粘着剤は、気体発生剤を含有することが好ましい。
後述する工程（３）においては電極部を形成するために２００℃程度の高温処理を行うこ
とから、上記気体発生剤は、２００℃程度の加熱では気体を発生せず、かつ、光照射によ
り気体を発生することが好ましい。上記光硬化性の粘着剤がこのような気体発生剤を含有
することにより、後述する工程（４Ｂ）において、光照射により粘着剤層を硬化させると
ともに粘着剤層から気体を発生させて、上記半導体加工用テープ及び上記支持体を容易に
剥離することができる。
上記気体発生剤として、例えば、光分解により窒素ガスを発生する化合物が好ましい。上
記気体発生剤として、具体的には、例えば、酸発生剤とアルカリ土類金属炭酸塩、アルカ
リ金属炭酸塩又はアルカリ金属炭酸水素化塩との混合物や、テトラゾール化合物等が挙げ
られる。
【００１５】
上記半導体加工用テープは、基材を有していてもよく、有していなくてもよい。
上記基材の材質として、例えば、アクリル、オレフィン、ポリカーボネート、塩化ビニル
、ＡＢＳ、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ
）、ナイロン、ウレタン、ポリイミド等の透明な樹脂からなるシート、網目状の構造を有
するシート、孔が開けられたシート等が挙げられる。後述する工程（４Ｂ）において光照
射により上記半導体加工用テープの粘着剤層から気体を発生させて上記半導体加工用テー
プ及び上記支持体を剥離する場合には、上記基材は透明であることが好ましい。
【００１６】
上記半導体加工用テープの厚みは特に限定されないが、好ましい下限は７５μｍ、好まし
い上限は２５０μｍである。厚みが７５μｍ未満であると、後述する工程（３）において
電極部を形成するために２００℃程度の高温処理を行った場合等に、上記半導体加工用テ
ープ及び上記支持体が剥離してしまうことがある。厚みが２５０μｍを超えると、上記半
導体加工用テープの密着性が強すぎて、後述する工程（４Ｂ）において上記半導体加工用
テープ及び上記支持体を剥離できないことがある。
【００１７】
上記ウエハの上記貫通電極溝を有する面に、上記半導体加工用テープを介して支持体を積
層する方法は特に限定されず、例えば、ラミネーターを用いて上記ウエハの上記貫通電極
溝を有する面に上記半導体加工用テープを貼り合わせた後、上記支持体を積層する方法が
用いられる。上記半導体加工用テープの貼り合わせは常圧下で行ってもよいが、上記半導
体加工用テープの密着性をより向上させるためには、１ｔｏｒｒ程度の真空下で行うこと
が好ましい。
なお、図２に、上記工程（１）を行った後の状態の一例を模式的に示す。図２においては
、ウエハ１の貫通電極用溝２及び電極部３を有する面に、半導体加工用テープ４を介して
支持体５が積層されている。
【００１８】
本発明の半導体積層体の製造方法においては、次いで、上記ウエハを上記半導体加工用テ
ープと反対側の面から研削し、上記貫通電極用溝を露出させる工程（２）を行う。
上記工程（２）においては、上記ウエハを、例えば１０～５０μｍ程度の目的とする厚み
にまで薄化するとともに、上記貫通電極用溝を貫通させる。上記工程（２）においては、
上記支持体を積層した状態で上記ウエハを研削するため、上記ウエハを損傷することなく
研削を行うことができる。
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【００１９】
上記ウエハを研削する方法は特に限定されず、従来公知の方法を用いることができ、例え
ば、市販の研削装置（例えば、Ｄｉｓｃｏ社製の「ＤＦＧ８５４０」等）を用いて、２４
００ｒｐｍの回転で３～０．２μｍ／ｓの研削量の条件にて研削を行い、最終的にはＣＭ
Ｐ、ドライポリッシュ等で仕上げる方法等が挙げられる。
なお、図３に、上記工程（２）を行った後の状態の一例を模式的に示す。図３においては
、貫通電極用溝２がウエハ１を貫通し、ウエハ１の表面（上側）に露出している。
【００２０】
本発明の半導体積層体の製造方法においては、次いで、露出した上記貫通電極用溝に電極
部を形成する工程（３）を行う。本明細書中、露出した貫通電極用溝に電極部を形成する
とは、露出した貫通電極用溝及び／又はその周囲に電極部を形成することを意味する。
上記電極部の材質は特に限定されないが、例えば、ＳｎＡｇ、ＳｎＰｂ、Ｃｕ＋ＳｎＡｇ
、Ａｕ＋ＳｎＡｇ、Ｃｕ＋Ｎｉ＋Ａｕ、ＳｎＡｇＣｕ、ＳｎＡｇＢｉ、ＳｎＡｇＩｎ等が
挙げられる。
なお、図４に、上記工程（３）を行った後の状態の一例を模式的に示す。図４においては
、ウエハ１を貫通して露出した貫通電極用溝２に電極部６が形成されている。
【００２１】
本発明の半導体積層体の製造方法においては、次いで、上記ウエハの上記半導体加工用テ
ープと反対側の面に封止樹脂層を形成する工程（４Ａ）を行う。
本発明の半導体積層体の製造方法においては、上記ウエハの研削及び上記電極部の形成を
行った後で上記封止樹脂層を形成するため、上記ウエハの研削及び上記電極部の形成が上
記封止樹脂層に悪影響を及ぼすことがなく、信頼性の高い半導体積層体を製造することが
できる。
【００２２】
上記封止樹脂層の厚みは特に限定されないが、好ましい下限が５μｍ、好ましい上限が７
５μｍである。厚みが５μｍ未満であると、後述する工程（６）において半導体チップを
他の半導体チップ又は基板に積層する際に完全に樹脂封止できないことがある。厚みが７
５μｍを超えると、後述する工程（６）において半導体チップを他の半導体チップ又は基
板に積層する際に上記封止樹脂層を構成する封止樹脂が半導体チップ上面に這い上がって
、工程を最後まで行うことができないことがある。
【００２３】
上記封止樹脂層を構成する封止樹脂は特に限定されないが、ポリイミド樹脂、エポキシ樹
脂、ビスマレイミド樹脂、エピスルフィド樹脂等の硬化性化合物を主成分とすることが好
ましい。
上記エポキシ樹脂は特に限定されず、例えば、ビスフェノールＡ型、ビスフェノールＦ型
、ビスフェノールＡＤ型、ビスフェノールＳ型等のビスフェノール型エポキシ樹脂、フェ
ノールノボラック型、クレゾールノボラック型等のノボラック型エポキシ樹脂、レゾルシ
ノール型エポキシ樹脂、トリスフェノールメタントリグリシジルエーテル等の芳香族エポ
キシ樹脂、ナフタレン型エポキシ樹脂、フルオレン型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエ
ン型エポキシ樹脂、ポリエーテル変性エポキシ樹脂、ベンゾフェノン型エポキシ樹脂、ア
ニリン型エポキシ樹脂、ＮＢＲ変性エポキシ樹脂、ＣＴＢＮ変性エポキシ樹脂、及び、こ
れらの水添化物等が挙げられる。なかでも、Ｓｉとの密着性が良い点から、ナフタレン型
エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂が好ましい。また、速硬化性が得ら
れやすいことから、ベンゾフェノン型エポキシ樹脂も好ましい。これらのエポキシ樹脂は
、単独で用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００２４】
上記ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂のうち、市販品として、例えば、ＥＸＡ－８３０－
ＬＶＰ、ＥＸＡ－８３０－ＣＲＰ（以上、ＤＩＣ社製）等が挙げられる。
上記レゾルシノール型エポキシ樹脂のうち、市販品として、例えば、ＥＸ－２０１（ナガ
セケムテックス社製）等が挙げられる。
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上記ポリエーテル変性エポキシ樹脂のうち、市販品として、例えば、ＥＸ－９３１（ナガ
セケムテックス社製）、ＥＸＡ－４８５０－１５０（ＤＩＣ社製）、ＥＰ－４００５（ア
デカ社製）等が挙げられる。
【００２５】
上記エピスルフィド樹脂は、エピスルフィド基を有していれば特に限定されず、例えば、
エポキシ樹脂のエポキシ基の酸素原子を硫黄原子に置換した化合物が挙げられる。
上記エピスルフィド樹脂として、具体的には例えば、ビスフェノール型エピスルフィド樹
脂（ビスフェノール型エポキシ樹脂のエポキシ基の酸素原子を硫黄原子に置換した化合物
）、水添ビスフェノール型エピスルフィド樹脂、ジシクロペンタジエン型エピスルフィド
樹脂、ビフェニル型エピスルフィド樹脂、フェノールノボラック型エピスルフィド樹脂、
フルオレン型エピスルフィド樹脂、ポリエーテル変性エピスルフィド樹脂、ブタジエン変
性エピスルフィド樹脂、トリアジンエピスルフィド樹脂、ナフタレン型エピスルフィド樹
脂等が挙げられる。なかでも、ナフタレン型エピスルフィド樹脂が好ましい。これらのエ
ピスルフィド樹脂は、単独で用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
なお、酸素原子から硫黄原子への置換は、エポキシ基の少なくとも一部におけるものであ
ってもよく、すべてのエポキシ基の酸素原子が硫黄原子に置換されていてもよい。
【００２６】
上記エピスルフィド樹脂のうち、市販品として、例えば、ＹＬ－７００７（水添ビスフェ
ノールＡ型エピスルフィド樹脂、ジャパンエポキシレジン社製）等が挙げられる。また、
上記エピスルフィド樹脂は、例えば、チオシアン酸カリウム、チオ尿素等の硫化剤を使用
して、エポキシ樹脂から容易に合成される。
【００２７】
上記封止樹脂が上記エピスルフィド樹脂を含有する場合、上記エピスルフィド樹脂の配合
量は特に限定されないが、封止樹脂１００重量部に占める好ましい下限が３重量部、好ま
しい上限が１２重量部であり、より好ましい下限が６重量部、より好ましい上限が９重量
部である。
【００２８】
上記ビスマレイミド樹脂は特に限定されず、例えば、ケイアイ化成社製、大和化成工業社
製、チバ・スペシャルティ・ケミカル社製、ナショナル・スターチ・アンド・ケミカル社
製等から市販されている熱開始型フリーラジカル硬化性ビスマレイミド樹脂等が挙げられ
る。
【００２９】
上記封止樹脂は、上記硬化性化合物と反応可能な官能基を有する高分子化合物（以下、単
に、反応可能な官能基を有する高分子化合物ともいう）を含有することが好ましい。上記
反応可能な官能基を有する高分子化合物を含有することにより、得られる封止樹脂は、熱
によるひずみが発生する際の接合信頼性が向上する。
【００３０】
上記反応可能な官能基を有する高分子化合物として、上記封止樹脂が上記エポキシ樹脂を
含有する場合には、例えば、アミノ基、ウレタン基、イミド基、水酸基、カルボキシル基
、エポキシ基等を有する高分子化合物等が挙げられる。なかでも、エポキシ基を有する高
分子化合物が好ましい。上記エポキシ基を有する高分子化合物を含有することで、上記封
止樹脂の硬化物は、上記エポキシ樹脂に由来する優れた機械的強度、耐熱性及び耐湿性と
、上記エポキシ基を有する高分子化合物に由来する優れた可撓性とを兼備することができ
、耐冷熱サイクル性、耐ハンダリフロー性及び寸法安定性等に優れ、高い接着信頼性及び
高い導通信頼性を発現する。
【００３１】
上記エポキシ基を有する高分子化合物は特に限定されず、末端及び／又は側鎖（ペンダン
ト位）にエポキシ基を有する高分子化合物であればよく、例えば、エポキシ基含有アクリ
ルゴム、エポキシ基含有ブタジエンゴム、ビスフェノール型高分子量エポキシ化合物、エ
ポキシ基含有フェノキシ樹脂、エポキシ基含有アクリル樹脂、エポキシ基含有ウレタン樹
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脂、エポキシ基含有ポリエステル樹脂等が挙げられる。なかでも、エポキシ基を多く含有
することができ、得られる封止樹脂の硬化物の機械的強度及び耐熱性がより優れたものと
なることから、エポキシ基含有アクリル樹脂が好ましい。これらのエポキシ基を有する高
分子化合物は、単独で用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００３２】
上記反応可能な官能基を有する高分子化合物として、上記エポキシ基を有する高分子化合
物、特にエポキシ基含有アクリル樹脂を用いる場合、上記エポキシ基を有する高分子化合
物の重量平均分子量の好ましい下限は１万である。上記エポキシ基を有する高分子化合物
の重量平均分子量が１万未満であると、得られる封止樹脂の硬化物の可撓性が充分に向上
しないことがある。
【００３３】
上記反応可能な官能基を有する高分子化合物として、上記エポキシ基を有する高分子化合
物、特にエポキシ基含有アクリル樹脂を用いる場合、上記エポキシ基を有する高分子化合
物のエポキシ当量の好ましい下限は２００、好ましい上限は１０００である。上記エポキ
シ基を有する高分子化合物のエポキシ当量が２００未満であると、得られる封止樹脂の硬
化物の可撓性が充分に向上しないことがある。上記エポキシ基を有する高分子化合物のエ
ポキシ当量が１０００を超えると、得られる封止樹脂の硬化物の機械的強度及び耐熱性が
低下することがある。
【００３４】
上記封止樹脂が上記反応可能な官能基を有する高分子化合物を含有する場合、上記反応可
能な官能基を有する高分子化合物の配合量は特に限定されないが、上記硬化性化合物１０
０重量部に対する好ましい下限が１重量部、好ましい上限が３０重量部である。上記反応
可能な官能基を有する高分子化合物の配合量が１重量部未満であると、得られる封止樹脂
は、熱によるひずみが発生する際の接合信頼性が低下することがある。上記反応可能な官
能基を有する高分子化合物の配合量が３０重量部を超えると、得られる封止樹脂の硬化物
は、機械的強度、耐熱性及び耐湿性が低下することがある。
【００３５】
上記封止樹脂は、硬化剤を含有することが好ましい。
上記硬化剤は特に限定されず、従来公知の硬化剤を上記硬化性化合物に合わせて適宜選択
することができる。上記封止樹脂が上記エポキシ樹脂を含有する場合、上記硬化剤として
、例えば、トリアルキルテトラヒドロ無水フタル酸等の加熱硬化型酸無水物系硬化剤、フ
ェノール系硬化剤、アミン系硬化剤、ジシアンジアミド等の潜在性硬化剤、カチオン系触
媒型硬化剤等が挙げられる。これらの硬化剤は、単独で用いられてもよく、２種以上が併
用されてもよい。
【００３６】
上記硬化剤の配合量は特に限定されないが、上記硬化性化合物の官能基と等量反応する硬
化剤を用いる場合、上記硬化性化合物の官能基量に対して、６０～１００当量であること
が好ましい。また、触媒として機能する硬化剤を用いる場合、上記硬化剤の配合量は、上
記硬化性化合物１００重量部に対して好ましい下限が１重量部、好ましい上限が２０重量
部である。
上記硬化剤の配合量が少なすぎると、得られる半導体積層体において半導体チップと他の
半導体チップ又は基板とが反りによって剥離してしまうことがある。上記硬化剤の配合量
が多すぎると、得られる半導体積層体の接続信頼性が低下することがある。
【００３７】
上記封止樹脂は、硬化速度又は硬化温度を調整する目的で、上記硬化剤に加えて硬化促進
剤を含有することが好ましい。
上記硬化促進剤は特に限定されず、例えば、イミダゾール系硬化促進剤、３級アミン系硬
化促進剤等が挙げられる。なかでも、硬化速度の制御をしやすいことから、イミダゾール
系硬化促進剤が好ましい。これらの硬化促進剤は、単独で用いられてもよく、２種以上が
併用されてもよい。
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【００３８】
上記イミダゾール系硬化促進剤は特に限定されず、例えば、フジキュア７０００（富士化
成工業社製）、イミダゾールの１位をシアノエチル基で保護した１－シアノエチル－２－
フェニルイミダゾール、イソシアヌル酸で塩基性を保護したイミダゾール系硬化促進剤（
商品名「２ＭＡ－ＯＫ」、四国化成工業社製）等が挙げられる。これらのイミダゾール系
硬化促進剤は、単独で用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
また、上記硬化促進剤として、例えば、２ＭＺ、２ＭＺ－Ｐ、２ＰＺ、２ＰＺ－ＰＷ、２
Ｐ４ＭＺ、Ｃ１１Ｚ－ＣＮＳ、２ＰＺ－ＣＮＳ、２ＰＺＣＮＳ－ＰＷ、２ＭＺ－Ａ、２Ｍ
ＺＡ－ＰＷ、Ｃ１１Ｚ－Ａ、２Ｅ４ＭＺ－Ａ、２ＭＡ－ＯＫ、２ＭＡＯＫ－ＰＷ、２ＰＺ
－ＯＫ、２ＭＺ－ＯＫ、２ＰＨＺ、２ＰＨＺ－ＰＷ、２Ｐ４ＭＨＺ、２Ｐ４ＭＨＺ－ＰＷ
、２Ｅ４ＭＺ・ＢＩＳ、ＶＴ、ＶＴ－ＯＫ、ＭＡＶＴ、ＭＡＶＴ－ＯＫ（以上、四国化成
工業社製）等も挙げられる。
【００３９】
上記硬化促進剤の配合量は特に限定されず、上記硬化性化合物１００重量部に対して好ま
しい下限が１重量部、好ましい上限が１０重量部である。
【００４０】
上記封止樹脂が上記エポキシ樹脂を含有し、かつ、上記硬化剤と上記硬化促進剤とをとも
に含有する場合、用いる硬化剤の配合量は、用いるエポキシ樹脂中のエポキシ基に対して
理論的に必要な当量以下とすることが好ましい。上記硬化剤の配合量が理論的に必要な当
量を超えると、得られる封止樹脂を硬化して得られる硬化物から、水分によって塩素イオ
ンが溶出しやすくなることがある。即ち、硬化剤が過剰であると、例えば、得られる封止
樹脂の硬化物から熱水で溶出成分を抽出した際に、抽出水のｐＨが４～５程度となるため
、エポキシ樹脂から塩素イオンが多量溶出することがある。従って、得られる封止樹脂の
硬化物１ｇを、１００℃の純水１０ｇで２時間浸した後の純水のｐＨが６～８であること
が好ましく、ｐＨが６．５～７．５であることがより好ましい。
【００４１】
上記封止樹脂層を形成する方法は特に限定されず、コンマコート、スピンコート等により
上記ウエハに封止樹脂ペーストを塗布する方法、ラミネート等により上記ウエハに封止樹
脂シートを貼り付ける方法等が挙げられる。
なお、図５に、上記工程（４Ａ）を行った後の状態の一例を模式的に示す。図５において
は、ウエハ１の半導体加工用テープ４と反対側の面に封止樹脂層７が形成されている。
【００４２】
本発明の半導体積層体の製造方法においては、次いで、上記封止樹脂層を介して上記ウエ
ハにダイシング用テープを貼り合わせ、上記半導体加工用テープ及び上記支持体を剥離す
る工程（４Ｂ）を行う。
上記ウエハから上記半導体加工用テープ及び上記支持体を剥離する方法は特に限定されず
、例えば、光照射により上記半導体加工用テープの粘着剤層を硬化させるとともに粘着剤
層から気体を発生させて、上記半導体加工用テープ及び上記支持体を剥離する方法等が挙
げられる。
なお、図６（ａ）に、上記封止樹脂層を介して上記ウエハにダイシング用テープを貼り合
わせた後の状態の一例を模式的に示す。また、図６（ｂ）に、上記ウエハから上記半導体
加工用テープ及び上記支持体を剥離した後の状態の一例を模式的に示す。
【００４３】
上記ダイシング用テープは特に限定されず、従来公知のダイシング用テープを用いること
ができる。上記ダイシング用テープの基材も特に限定されず、例えば、アクリル、オレフ
ィン、ポリカーボネート、塩化ビニル、ＡＢＳ、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）
、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、ナイロン、ウレタン、ポリイミド等の透明な樹
脂からなるシート、網目状の構造を有するシート、孔が開けられたシート等が挙げられる
。なかでも、上記ウエハへの貼り合せ時にローラーの荷重による沈み込みが原因で発生す
るボイドを抑制できることから、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレン
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ナフタレート（ＰＥＮ）等の比較的硬い基材が好ましい。
【００４４】
本発明の半導体積層体の製造方法においては、次いで、上記ウエハを個片化して半導体チ
ップを作製する工程（５）を行う。
上記ウエハを個片化して半導体チップを作製する方法は特に限定されず、例えば、ブレー
ドダイシングにより上記ウエハを個片化する方法等が挙げられる。また、本発明の半導体
積層体の製造方法においては、上記工程（４Ａ）において、上記封止樹脂層を形成する前
又は後に上記ウエハにダイシングラインを形成しておき、上記工程（５）において、エキ
スパンドにより上記ウエハを個片化してもよい。
【００４５】
上記ウエハにダイシングラインを形成する方法は特に限定されず、例えば、ブレードダイ
シングにより上記ウエハの厚みを約１０μｍ切り残す程度にダイシングラインを形成する
方法、上記ウエハの厚み方向の一部のみに改質領域を形成する、いわゆるステルスダイシ
ング法等が挙げられる。なかでも、非接触で加工するため上記ウエハの表層部へのダメー
ジが小さく、加工速度を向上できることから、ステルスダイシング法が好ましい。
なお、ステルスダイシング法に用いられるレーザー装置として、例えば、ＭＡＨＯＨ　Ｄ
ＩＣＩＮＧ　ＭＡＣＨＩＮＥ（東京精密社製）等が挙げられる。
【００４６】
上記エキスパンドにより上記ウエハを個片化する方法は特に限定されないが、通常、ＵＨ
１３０－１２（ＵＬＴＲＯＮ　ＳＹＳＴＥＭ，Ｉｎｃ社製）等のエキスパンダー装置を用
い方法が用いられる。
【００４７】
本発明の半導体積層体の製造方法においては、次いで、上記半導体チップを、上記封止樹
脂層を介して他の半導体チップ又は基板に積層する工程（６）を行う。
なお、本発明の半導体積層体の製造方法は、基板上に半導体チップを積層する場合と、基
板上に積層されている１以上の半導体チップ上に、更に半導体チップを積層する場合との
両方を含む。
本発明の半導体積層体の製造方法においては、上記工程を行った後、更に、得られた半導
体積層体を加熱することにより上記封止樹脂層を完全に硬化させる工程を行ってもよい。
これにより、より安定した積層を行うことができる。
【００４８】
本発明の半導体積層体の製造方法においては、上記ウエハに上記封止樹脂層を形成した後
で上記半導体加工用テープ及び上記支持体を剥離したが（工程（４Ａ）及び（４Ｂ））、
上記半導体加工用テープ及び上記支持体を剥離した後で上記ウエハに上記封止樹脂層を形
成してもよい。
即ち、上記工程（４Ａ）及び（４Ｂ）の代わりに、上記ウエハの上記半導体加工用テープ
と反対側の面にダイシング用テープを貼り合わせ、上記半導体加工用テープ及び上記支持
体を剥離する工程（４Ｃ）と、上記ウエハの上記ダイシング用テープと反対側の面に封止
樹脂層を形成する工程（４Ｄ）とを行ってもよい。このような半導体積層体の製造方法を
、第２の本発明の半導体積層体の製造方法ともいう。
【００４９】
第２の本発明の半導体積層体の製造方法においては、上記工程（１）～（３）を行った後
、上記ウエハの上記半導体加工用テープと反対側の面にダイシング用テープを貼り合わせ
、上記半導体加工用テープ及び上記支持体を剥離する工程（４Ｃ）を行う。
上記ウエハから上記半導体加工用テープ及び上記支持体を剥離する方法は特に限定されず
、上記工程（４Ｂ）における方法と同様の方法を用いることができる。
【００５０】
第２の本発明の半導体積層体の製造方法においては、次いで、上記ウエハの上記ダイシン
グ用テープと反対側の面に封止樹脂層を形成する工程（４Ｄ）を行う。
上記封止樹脂層を構成する封止樹脂及び厚みは特に限定されず、上記工程（４Ａ）におけ
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る封止樹脂及び厚みと同様の封止樹脂及び厚みを用いることができる。また、上記封止樹
脂層を形成する方法は特に限定されず、上記工程（４Ａ）における方法と同様の方法を用
いることができる。
【００５１】
第２の本発明の半導体積層体の製造方法においては、次いで、上記工程（５）及び（６）
を行い、更に、得られた半導体積層体を加熱することにより上記封止樹脂層を完全に硬化
させる工程を行ってもよい。また、第２の本発明の半導体積層体の製造方法においては、
上記工程（４Ｄ）において、上記封止樹脂層を形成する前又は後に上記ウエハにダイシン
グラインを形成しておき、上記工程（５）において、エキスパンドにより上記ウエハを個
片化してもよい。
第２の本発明の半導体積層体の製造方法によれば、本発明の半導体積層体の製造方法と同
様に、支持体を積層した状態でウエハを研削して研削面に電極部を形成した後、新たに封
止樹脂層を形成するため、ウエハを損傷することなく研削を行うことができ、かつ、研削
及び電極部の形成が封止樹脂層に悪影響を及ぼすこともない。そのため、信頼性の高い半
導体積層体を製造することができる。
【発明の効果】
【００５２】
本発明によれば、信頼性の高い半導体積層体を製造することのできる半導体積層体の製造
方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】本発明の半導体積層体の製造方法において用いられるウエハの一例を示した模式
図である。
【図２】本発明の半導体積層体の製造方法の工程（１）を行った後の状態の一例を示した
模式図である。
【図３】本発明の半導体積層体の製造方法の工程（２）を行った後の状態の一例を示した
模式図である。
【図４】本発明の半導体積層体の製造方法の工程（３）を行った後の状態の一例を示した
模式図である。
【図５】本発明の半導体積層体の製造方法の工程（４Ａ）を行った後の状態の一例を示し
た模式図である。
【図６】本発明の半導体積層体の製造方法の工程（４Ｂ）を行った後の状態の一例を示し
た模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００５４】
以下に実施例を掲げて本発明の態様を更に詳しく説明するが、本発明はこれら実施例のみ
に限定されない。
【００５５】
（実施例１）
（１）半導体加工用テープの製造
温度計、攪拌機、冷却管を備えた反応器を用意し、この反応器内に、２－エチルヘキシル
アクリレート９４重量部、アクリル酸１重量部、２－ヒドロキシエチルアクリレート５重
量部及びラウリルメルカプカプタン０．０１重量部と、酢酸エチル１８０重量部とを加え
た後、反応器を加熱して還流を開始した。続いて、上記反応器内に、重合開始剤として１
，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン０．０
１重量部を添加し、還流下で重合を開始させた。重合開始から１時間後及び２時間後にも
、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサンを
０．０１重量部ずつ添加し、更に、重合開始から４時間後にｔ－ヘキシルパーオキシピバ
レートを０．０５重量部添加して、重合反応を継続させた。重合開始から８時間後に、固
形分５５重量％、重量平均分子量６０万のアクリル共重合体を含有する酢酸エチル溶液を
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得た。
得られたアクリル共重合体を含有する酢酸エチル溶液に対して、樹脂固形分１００重量部
に対して２－イソシアナトエチルメタクリレート３．５重量部を加えて反応させた。反応
後の酢酸エチル溶液に対して、樹脂固形分１００重量部に対して光重合開始剤（エサキュ
アワン、日本シイベルヘグナー社製）０．１重量部、ポリイソシアネート系架橋剤（コロ
ネートＬ４５、日本ポリウレタン社製）２．５重量部を混合し、粘着剤溶液（１）を得た
。更に、粘着剤溶液（１）に対して、樹脂固形分１００重量部に対してケトプロフェン（
東京化成工業社製）２０重量部、光増感剤として９，１０－ジグリシジルオキシアントラ
セン１重量部を混合し、粘着剤溶液（２）を得た。
【００５６】
得られた粘着剤溶液（２）を、両面にコロナ処理を施した厚さ５０μｍの透明なポリエチ
レンテレフタレートフィルムのコロナ処理面上に、乾燥皮膜の厚さが３０μｍとなるよう
にドクターナイフで塗工し、１１０℃５分間加熱して粘着剤溶液（２）を乾燥させ、粘着
剤溶液（２）からなる粘着剤層を形成した。また、粘着剤溶液（１）を、離型処理したポ
リエチレンテレフタレートフィルムの離型処理面上に、乾燥皮膜の厚さが５０μｍとなる
ように塗布し、粘着剤溶液（１）からなる粘着剤層を形成した。この粘着剤溶液（１）か
らなる粘着剤層を、粘着剤溶液（２）からなる粘着剤層を有するポリエチレンテレフタレ
ートの粘着剤層とは反対側の面にラミネートし、コロナ処理したポリエチレンテレフタレ
ートフィルムの両面に粘着剤層を有する両面テープを作製した。その後、４０℃、３日間
静置養生を行い、半導体加工用テープを得た。
【００５７】
（２）封止樹脂シートの製造
基材層としての厚さ２５μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）からなるフィルム
（商品名「テトロン」、帝人デュポン社製）の片側に、アクリル樹脂（モノマーとして２
－エチルヘキシルアクリレート及び２－ヒドロキシエチルアクリレートを含むポリアルキ
ルアクリレート）と、このアクリル樹脂１００重量部に対して１．５重量部のコロネート
Ｌ－４５（日本ポリウレタン工業社製）とを酢酸エチルで希釈した塗液を、コンマコータ
ーを用いて塗布し、８０℃で１０分間乾燥した後、４０℃で３日間養生し、厚さ５μｍの
電極保護層を形成した。また、表１の組成に従って、下記に示す各材料を、ホモディスパ
ーを用いて攪拌混合して封止樹脂組成物を調製した。離型ＰＥＴフィルム上に、コンマコ
ート法により、得られた封止樹脂組成物を乾燥後の封止樹脂層の厚みが２０μｍとなるよ
うに塗工し、１００℃で５分間乾燥させて封止樹脂層を形成した。次いで、得られた電極
保護層と封止樹脂層とをラミネーターによって貼り合わせることにより、封止樹脂シート
を得た。
【００５８】
（エポキシ樹脂）
・ＨＰ－７２００Ｌ（ジシクロペンタジエン型エポキシ樹脂、ＤＩＣ社製）
・ＥＸＡ－４７１０（ナフタレン型エポキシ樹脂、ＤＩＣ社製）
【００５９】
（エポキシ基含有アクリル樹脂）
・Ｇ－２０５０－Ｍ（グリシジル基含有アクリル樹脂、重量平均分子量２０万、日油社製
）
・Ｇ－０１７５８１（グリシジル基含有アクリル樹脂、重量平均分子量１万、日油社製）
【００６０】
（硬化剤）
・ＹＨ－３０９（酸無水物系硬化剤、ＪＥＲ社製）
【００６１】
（硬化促進剤）
・フジキュア７０００（常温で液状のイミダゾール化合物、富士化成工業社製）
【００６２】



(13) JP 2012-209545 A 2012.10.25

10

20

30

40

50

（無機フィラー）
・ＳＸ００９－ＭＪＦ（フェニルトリメトキシシラン表面処理球状シリカ、平均粒子径０
．０５μｍ、アドマテックス社製）
・ＳＥ－１０５０－ＳＰＴ（フェニルトリメトキシシラン表面処理球状シリカ、平均粒子
径０．３μｍ、アドマテックス社製）
【００６３】
（その他）
・ＡＣ－４０３０（応力緩和ゴム系高分子、ガンツ化成社製）
【００６４】
（３）半導体積層体の製造
（３－１）工程（１）
直径２０ｃｍ、厚み７５０μｍのウエハを用意した。このウエハには、Ｃｕからなる深さ
４０μｍの貫通電極用溝が形成されており、この貫通電極用溝の上に、Ｃｕからなる高さ
２０μｍの柱状部と半田からなる高さ５μｍの先端部とを有する、直径１５μｍの突起状
電極が形成されていた。
半導体加工用テープの粘着剤溶液（１）からなる粘着剤層を、ラミネーター（ＡＴＭ－８
１２Ｍ、タカトリ社製）を用いて、真空下（１ｔｏｒｒ）、８０℃、１０秒間の条件でウ
エハの貫通電極用溝及び突起状電極を有する面に貼り付けた。次いで、半導体加工用テー
プの粘着剤溶液（２）からなる粘着剤層を、ラミネーター（ＡＴＭ－８１２Ｍ、タカトリ
社製）を用いて、真空下（１ｔｏｒｒ）、８０℃、１０秒間の条件で貼り合わせることに
より、支持体としてのガラス基板（直径２０．５ｍｍ、厚み７００μｍ）を積層した。
【００６５】
（３－２）工程（２）
ウエハを研削装置に取りつけ、半導体加工用テープと反対側の面を、ウエハの厚さが約２
５μｍになるまで研削し、貫通電極用溝を露出させた。このとき、研削の摩擦熱によりウ
エハの温度が上昇しないように、ウエハに水を散布しながら作業を行った。研削後は、研
磨装置を用いて、ＣＭＰ（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　Ｐｏｌｉｓｈｉｎ
ｇ）プロセスによりアルカリのシリカ分散水溶液による研磨を行うことにより、ウエハの
研磨を行った。
【００６６】
（３－３）工程（３）
研磨装置からウエハを取り外し、露出した貫通電極用溝にドライエッチング処理を施すこ
とにより、ウエハのＳｉを０．５μｍエッチングして貫通電極用溝のＣｕの頭出しを行い
、次いで、レジストによりパターンを形成してＣｕをめっきした後、レジストを除去する
ことにより、貫通用電極溝の上に直径１５μｍ、高さ５μｍのＣｕからなる電極部を形成
した。
【００６７】
（３－４）工程（４Ａ）及び（４Ｂ）
半導体加工用テープとは反対側の面からウエハにレーザー光を照射してステルスダイシン
グを行い、ウエハの内部にダイシングラインを形成した。次いで、ウエハの半導体加工用
テープと反対側の面に、上記で得られた封止樹脂シートを、ラミネーター（ＡＴＭ－８１
２Ｍ、タカトリ社製）を用いて、真空下（１ｔｏｒｒ）、８０℃、１０秒間の条件でラミ
ネートした。その後、封止樹脂層から基材層と電極保護層とを剥離した。
次いで、封止樹脂層を介してウエハにダイシング用テープを貼り合わせ、ダイシング用テ
ープの外周部にはステンレス製のダイシングフレームを貼り付けた。その後、ガラス基板
側から超高圧水銀灯を用いて、３６５ｎｍの紫外線をガラス板表面への照射強度が４０ｍ
Ｗ／ｃｍ２となるよう照度を調節して２分間照射して、半導体加工用テープ及びガラス基
板を剥離した。
【００６８】
（３－５）工程（５）
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ウエハを冷却した後、エキスパンダー装置（ＵＨ１３０－１２、ＵＬＴＲＯＮ　ＳＹＳＴ
ＥＭ，Ｉｎｃ社製）を用いて、ダイシングフレームを固定してダイシング用テープをエキ
スパンドすることによりウエハを個片化して、１０ｍｍ角の半導体チップとした。なお、
予めエキスパンダー装置のステージを、保冷剤、ドライアイス等で冷却して０℃に調整し
た。エキスパンド条件は、エキスパンド速度８ｍｍ／ｓｅｃ、エキスパンド量１０ｍｍ、
温度０℃の条件であった。
【００６９】
（３－６）工程（６）
半導体チップをダイシング用テープからピックアップし、他の半導体チップ（半導体チッ
プ２）の上に１８０℃１秒１Ｎ、３００℃２秒１Ｎの条件で実装を行い、半導体積層体を
得た。なお、半導体チップ２は、基板に１５０℃１秒１Ｎ、２８０℃２秒１Ｎの条件で積
層した後、通常のアンダーフィルを基板と半導体チップ２との間に充填させることで基板
に実装されたものであった。
【００７０】
（実施例２）
（１）半導体加工用テープの製造
実施例１と同様にして、半導体加工用テープを得た。
【００７１】
（２）封止樹脂シートの製造
実施例１と同様にして、封止樹脂シートを得た。
【００７２】
（３）半導体積層体の製造
（３－１）工程（１）
実施例１と同様にして、ウエハの貫通電極用溝を有する面に、半導体加工用テープを介し
て支持体を積層した。
【００７３】
（３－２）工程（２）
実施例１と同様にして、ウエハを研削し、貫通電極用溝を露出させた。
【００７４】
（３－３）工程（３）
実施例１と同様にして、貫通用電極溝に電極部を形成した。
【００７５】
（３－４）工程（４Ｃ）及び（４Ｄ）
ウエハの半導体加工用テープと反対側の面にダイシング用テープを貼り合わせ、ダイシン
グ用テープの外周部にはステンレス製のダイシングフレームを貼り付けた。その後、ガラ
ス基板側から超高圧水銀灯を用いて、３６５ｎｍの紫外線をガラス板表面への照射強度が
４０ｍＷ／ｃｍ２となるよう照度を調節して２分間照射して、半導体加工用テープ及びガ
ラス基板を剥離した。
次いで、ダイシング用テープとは反対側の面からウエハにレーザー光を照射してステルス
ダイシングを行い、ウエハの内部にダイシングラインを形成した。次いで、ウエハのダイ
シング用テープと反対側の面に、上記で得られた封止樹脂シートを、ラミネーター（ＡＴ
Ｍ－８１２Ｍ、タカトリ社製）を用いて、真空下（１ｔｏｒｒ）、８０℃、１０秒間の条
件でラミネートした。その後、封止樹脂層から基材層と電極保護層とを剥離した。
【００７６】
（３－５）工程（５）
実施例１同様にして、ウエハを個片化して、半導体チップとした。
【００７７】
（３－６）工程（６）
実施例１と同様にして、半導体積層体を得た。
【００７８】
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（比較例１）
（１）封止樹脂シート（ＢＧ－ＮＣＦ）の製造
基材層としての厚さ２５μｍのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）からなるフィルム
（商品名「テトロン」、帝人デュポン社製）の片側に、アクリル樹脂（モノマーとして２
－エチルヘキシルアクリレート及び２－ヒドロキシエチルアクリレートを含むポリアルキ
ルアクリレート）と、このアクリル樹脂１００重量部に対して１．５重量部のコロネート
Ｌ－４５（日本ポリウレタン工業社製）とを酢酸エチルで希釈した塗液を、コンマコータ
ーを用いて塗布し、８０℃で１０分間乾燥した後、４０℃で３日間養生し、厚さ５μｍの
電極保護層を形成した。また、表１の組成に従って、下記に示す各材料を、ホモディスパ
ーを用いて攪拌混合して封止樹脂組成物を調製した。離型ＰＥＴフィルム上に、コンマコ
ート法により、得られた封止樹脂組成物を乾燥後の封止樹脂層の厚みが２０μｍとなるよ
うに塗工し、１００℃で５分間乾燥させて封止樹脂層を形成した。次いで、得られた電極
保護層と封止樹脂層とをラミネーターによって貼り合わせることにより、封止樹脂シート
を得た。
【００７９】
（２）半導体積層体の製造
（２－１）工程（１’）
実施例１と同様のウエハを用意した。封止樹脂シート（ＢＧ－ＮＣＦ）の封止樹脂層を、
ラミネーター（ＡＴＭ－８１２Ｍ、タカトリ社製）を用いて、真空下（１ｔｏｒｒ）、８
０℃、１０秒間の条件でウエハの貫通電極用溝及び突起状電極を有する面に貼り付けた。
【００８０】
（２－２）工程（２’）
実施例１と同様にして、ウエハを研削し、貫通電極用溝を露出させた。
【００８１】
（２－３）工程（３’）
実施例１と同様にして、貫通用電極溝に電極部を形成した。
【００８２】
（２－４）工程（４’）
封止樹脂シート（ＢＧ－ＮＣＦ）とは反対側の面からウエハにレーザー光を照射してステ
ルスダイシングを行い、ウエハの内部にダイシングラインを形成した。次いで、ウエハの
封止樹脂シート（ＢＧ－ＮＣＦ）とは反対側の面にダイシング用テープを貼り合わせ、ダ
イシング用テープの外周部にはステンレス製のダイシングフレームを貼り付けた。その後
、封止樹脂層から基材層と電極保護層とを剥離した。
【００８３】
（２－５）工程（５’）
実施例１同様にして、ウエハを個片化して、半導体チップとした。
【００８４】
（２－６）工程（６’）
実施例１と同様にして、半導体積層体を得ようとしたが、工程（３’）で熱履歴を受けた
ことにより封止樹脂層が硬化してしまい、加熱しても流動しない状態になっており、他の
半導体チップ（半導体チップ２）の上に実装することができなかった。
【００８５】
＜評価＞
実施例で得られた半導体積層体について、以下の評価を行った。結果を表１に示した。
【００８６】
（１）ボイドの有無
超音波測定装置（日立建機社製）用いて半導体積層体を測定し、ボイドの有無を評価した
。
【００８７】
（２）冷熱サイクル試験（ＴＣＴ試験）
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半導体積層体について、－５５～１２５℃（３０分／１サイクル）の冷熱サイクル試験を
行った。導通抵抗値が、冷熱サイクル試験前の初期導通抵抗値に比べ５％以上変化した時
点をＮＧ判定とし、１０サンプルのうちの良品数を評価した。
【００８８】
【表１】

【産業上の利用可能性】
【００８９】
本発明によれば、信頼性の高い半導体積層体を製造することのできる半導体積層体の製造
方法を提供することができる。
【符号の説明】
【００９０】
１　ウエハ
２　貫通電極用溝
３　電極部
４　半導体加工用テープ
５　支持体
６　電極部
７　封止樹脂層
８　ダイシング用テープ
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